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�愛媛県告示第１５９号
自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第１１４条及び第１１８条の

規定に基づき、陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊の自衛官候

補生の募集期間を次のとおり告示する。

平成２６年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 男子（平成２５年度３・４月採用分（追加募集））

平成２６年２月１７日（月）から

２月２１日（金）まで

�������
�愛媛県告示第１６１号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

平成２６年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１６０号
自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第１１７条第１項及び第１１８条の規定に基づき、陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊の自衛官

候補生の採用試験の試験期日、試験場の位置及び名称並びに担当区域を次のとおり定める。

平成２６年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 自衛官候補生の募集……………………………………………………………………………………………………………………………………（総務管理課）……７５

○ 自衛官候補生の採用試験………………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……７５

○ 救急病院の協力申出（３件）…………………………………………………………………………………………………………………………（医療対策課）……７５

○ 指定自立支援医療機関の指定（２件）………………………………………………………………………………………………………………（健康増進課）……７６

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等………………………………………………………………………………………………………………（経営支援課）……７６

○ 肥料登録有効期間の更新………………………………………………………………………………………………………………………………（農産園芸課）……７７

○ 保安林予定森林にする旨の通知（２件）……………………………………………………………………………………………………………（森林整備課）……７７

○ 漁船損害等補償法に基づく付保義務の発生………………………………………………………………………………………………………………（水産課）……７７

○ 漁船損害等補償法に基づく付保義務の消滅………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……７８

○ 公共測量の終了の通知…………………………………………………………………………………………………………………………………（道路維持課）……７８

○ 都市計画事業の事業計画の変更認可…………………………………………………………………………………………………………………（都市整備課）……７８

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（中予地方局管理課）……７８

○ 道路の供用開始（県道砥部伊予松山線）……………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……７８

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（南予地方局管理課）……７８

○ 道路の供用開始（県道久万中山線）………………………………………………………………………………………………（南予地方局大洲土木事務所）……７９

○ 道路の供用開始（県道内子河辺野村線）…………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……７９

公 告

○ 特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請の公告………………………………………………………………………………（男女参画・県民協働課）……７９

試 験 期 日 試 験 場 の 位 置 試 験 場 の 名 称 担 当 区 域

（男子）

平成２６年３月２日（日）
松山市南梅本町乙１１５番地 陸上自衛隊松山駐屯地 県内全域

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

松山赤十字病院 松山市文京町１番地 日本赤十字社愛
媛県支部

平成２９年
１月３１日
まで

愛媛県立中央病
院 松山市春日町８３番地 愛 媛 県

平成２９年
１月３１日
まで

松山市民病院 松山市大手町二丁目６番
地５

一般財団法人永
頼会

平成２９年
１月３１日
まで

南松山病院 松山市朝生田町一丁目３
番１０号 医療法人仁友会

平成２９年
１月３１日
まで

毎週（火・金）曜日発行 第２５４５号 平成２６年２月１４日

平成２６年２月１４日金曜日 第２５４５号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第１６２号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

平成２６年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１６３号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

平成２６年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１６４号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成２６年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１６５号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成２６年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１６６号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに砥部町役場において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２６年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

あすなろ薬局明屋敷店 西条市明屋敷５６２ 株式会社あすなろ 精神通院医療（薬
局）

平成２６年
２月１日

伊予レモン薬局 伊予市下吾川９４３－１ 愛ファーマシー株式会社 精神通院医療（薬
局）

平成２６年
２月１日

ハッピー薬局末町店 松山市末町甲１２番１ 株式会社ハッピーファーマシー 精神通院医療（薬
局）

平成２６年
２月１日

指定訪問看護事業者等 訪問看護ステーション 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

名 称 主たる事務所の所在地 名 称 所 在 地

医療法人財団慈強会 松山市高井町１２１１番地 東松山訪問看護ステーション 松山市高井町１２１１番地 精神通院医療 平成２６年
２月１日

株式会社三和医科器械 松山市和泉南六丁目２番５号 おひさま訪問看護リハビリス
テーション 松山市和泉南六丁目２番５号 精神通院医療 平成２６年

２月１日

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

松山城東病院 松山市松末二丁目１９番３６
号

医療法人社団慈
生会

平成２９年
２月１１日
まで

愛媛県立今治病
院

今治市石井町四丁目５番
５号 愛 媛 県

平成２９年
１月３１日
まで

社会福祉法人恩
賜財団済生会今
治病院

今治市喜田村七丁目１番
６号

社会福祉法人恩
賜財団済生会支
部愛媛県済生会

平成２９年
１月３１日
まで

今治セントラル
病院

今治市松本町二丁目６番
地６ 医療法人杏風会

平成２９年
１月３１日
まで

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

白石病院 今治市松本町一丁目５番
地９ 医療法人慈風会

平成２９年
１月３１日
まで

三木病院 今治市泉川町一丁目３番
４５号 医療法人天楽会

平成２９年
１月３１日
まで

野本記念病院 松山市三番町五丁目１２番
地１

医療法人財団仁
清会

平成２９年
１月３１日
まで

梶浦病院 松山市三番町四丁目４番
地５ 医療法人慈愛会

平成２９年
１月３１日
まで

愛媛生協病院 松山市来住町１０９１番地１ 愛媛医療生活協
同組合

平成２９年
１月３１日
まで

愛 媛 県 報平成２６年２月１４日 第２５４５号
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�愛媛県告示第１６７号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定により、

次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

平成２６年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１６８号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

平成２６年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

松山市窪野町乙１３０から乙１３８まで

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

窪野町乙１３０から乙１３２まで・乙１３８（以上４筆について次

の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び松山市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１６９号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

平成２６年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

東温市則之内字一ノ谷丙５６０の１、字クラ谷丙５６６の１、丙５６６

の２、字キバノ上丙５６７

２ 指定の目的
かん

水源の涵養

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

字一ノ谷丙５６０の１・字キバノ上丙５６７（以上２筆について

次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び東温市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１７０号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条の２第２項の

規定による届出を審査した結果、次の加入区について、同法第１１２

条第１項の規定による同意があったと認めたので、同法第１１２条の

２第３項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）

第２６条の３の規定により告示する。

平成２６年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

リバーサイドショッピン
グセンター

伊予郡砥部町拾町２０
番地 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社セブンスタ
ーほか１０者

株式会社セブンスタ
ーほか９者

平成２５年
７月１日
外

平成２６年
１月３１日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに砥部町役場において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成３２
年３月
１７日

愛媛県
第１２５９
号

炭酸カ
ルシウ
ム肥料

１０粉状
苦土炭
酸石灰

アルカ
リ分
５３．０
可溶性
苦土
１０．０

その他
の制限
事 項
は、公
定規格
のとお
り

株式会社研農
高知県高知市萩
町１丁目９番４８
号

愛 媛 県 報平成２６年２月１４日 第２５４５号
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（南予地方局産業経済部管内）

四ツ浜加入区

�������
�愛媛県告示第１７１号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１３条の２第１項第

１号の規定により、次の加入区について、漁船損害等補償法に基づ

く付保義務の発生（平成２２年２月愛媛県告示第１７２号）による保険

に付すべき義務は、平成２６年２月１３日限り消滅したので、同条第２

項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）第２６

条の３の規定により告示する。

平成２６年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

（南予地方局産業経済部管内）

四ツ浜加入区

�������
�愛媛県告示第１７２号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、国土交通省四国地方整備局四国山地砂

防事務所長から次のとおり公共測量が終了した旨の通知があった。

平成２６年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（レーザ計測）

２ 作業期間 平成２５年１１月８日から

平成２６年１月３１日まで

３ 作業地域 宇和島市、愛南町

�������
�愛媛県告示第１７３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）６３条第１項の規定に基づき、

松山広域都市計画道路事業３・２・３号来住余戸線（松山市施行）

の事業計画の変更を次のように認可した。

平成２６年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 事業施行期間

平成１６年２月６日から

平成２８年３月３１日まで

２ 事業地

� 収用の部分

変更なし

� 使用の部分

なし

�愛媛県告示第１７４号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２６年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１７５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１７６号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２６年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２２）第１１９５２号 平成２２年
６月２２日 �松山環境サービス 生鷹 啓二 松山市小村町２５－１ 平成２６年

１月２０日 建築工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２０）第１６４３７号 平成２１年
２月１９日 タニグチ 河本 圭司 松山市来住町２８２－１２ 平成２６年

１月２９日 とび・土工工事業 建設業の廃止
（法人成り）

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 砥部伊予松山線
伊予郡松前町大字鶴吉４６６番３から

同大字５３０番５まで
平成２６年２月１４日

愛 媛 県 報平成２６年２月１４日 第２５４５号
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公 告

�愛媛県告示第１７７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１７８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２６年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２２）第１１０２６号 平成２２年
１１月７日 �新栄工業 星野 勝己 八幡浜市江戸岡２－５－

２１
平成２５年
１２月３日 管工事業 建設業の廃止

（般－２１）第１４４６３号 平成２２年
３月２日 山本木工所 山本 勝美 喜多郡内子町内子７６１ 平成２５年

１２月３日
内装仕上工事業
建具工事業 建設業の廃止

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 久万中山線
喜多郡内子町臼杵１１７５番２から

同町臼杵１１５６番まで
平成２６年２月１４日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 内子河辺野村線
喜多郡内子町北表乙３６８番１５から

同町北表乙３６８番１４まで
平成２６年２月１４日

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２６年２月４日 特定非営利活動法人
えひめイヌ・ネコの会 � 岸 ちはり 松山市石手白石１１８番地３ この法人は、市民に対して、動物の愛護及び権

利擁護のための各種事業を行って、人間に委ね
られた弱い立場にある動物たちの「いのち」へ
の、思いやりのある優しい社会の実現を目指し、
同時に動物による被害や苦情等を予防して、人
間と動物とが共生できるまちづくり、及び環境
の保全を図り、もって公益の増進に寄与するこ
とを目的とする。

平成２６年２月１４日 発行

愛 媛 県 報平成２６年２月１４日 第２５４５号
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